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不動産抵当権設定契約 

 

 

第 1条（抵当権設定） 

抵当権設定者は、債務者が         年      月     日付金銭消費貸借契約（「住

宅ローン規約」によるものをいい、以下「原契約」という）に基づき、株式会社じぶん銀行

（以下「銀行」という）に対し負担する次の要項の債務（以下「本債務」という）の履行を

担保するため原契約ならびにこの契約（以下「本契約」という）を承認のうえ、その所有す

る後記物件（以下「本抵当物件」という）の上に、順位後記の抵当権（以下「本抵当権」と

いう）を設定しました。 

1. 貸付実行日         年      月      日 

2. 金   額    金           万円也  

3. 利    率    年       ％（  変動  /  固定  ） 

（1） 年 2回、4月 1日・10月 1日を基準日として、変動金利の借入金利が決定され、そ

れぞれ 6月・12 月の約定返済日の翌日から適用されます。 

（2） 固定金利特約期間は         年      月      日までとします。固定金

利特約期間中は、金利は変わりません。 

（3） 固定金利特約期間が終了すると、自動的に変動金利に変更されます。固定金利特約期

間終了時に、再度固定金利特約を選択される場合には固定金利特約期間終了日の原則

10 日前までに銀行にお電話をいただく方法により申し出を行うこととします。なお、延滞等

特別な事情がある場合には、再度固定金利特約への変更はできません。 

（4） 固定金利特約期間終了後に再度、固定金利特約タイプを選択された場合は、新しい固定

金利特約開始日における借入金利を適用します（変動金利タイプに変更した場合も同様

です）。 

4. 返済方法 (  元利均等返済  /  元金均等返済  ） 

5. 返済日 毎月     日 

6. 繰上返済 

（1） 債務者は、本債務の全部を期限前に一括返済すること（以下「全額繰上返済」とい

う）ができます。 

（2） 全額繰上返済日に未払経過利息がある場合には、繰上返済日に元金と合わせて返済

するものとします。 

（3） 一部繰上返済手数料はかかりません。なお、固定金利特約期間中に全額繰上返済を

する場合には、所定の手数料がかかります。 

7. 最終返済日        年     月     日 

8. 遅延損害金 年 14％（年 365 日 日割計算） 

9. 期限の利益喪失事由 
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（1） 債務者について次の各号の事由が一つでも該当した場合は、銀行からの通知・催

告等がなくても、原契約によるいっさいの債務につき当然に期限の利益を失い、

直ちに債務の全額を返済するものとします。 

① 債務者について、破産、民事再生手続開始、会社更生手続開始、もしくは特別清

算開始等の法的債務整理手続開始の申立があったとき 

② 債務者が、手形交換所の取引停止処分を受けたとき 

③ 債務者が預金その他銀行に対する債権について仮差押、保全差押えまたは差押の

命令、通知が発送されたとき 

④ 債務者が、住所変更の届出を怠る等債務者の責めに帰すべき事由によって銀行

に債務者の所在が不明となったとき 

（2） 次の各場合には、債務者は、銀行から請求によって原契約による債務全額につい 

て期限の利益を失い、原契約に定める返済方法によらず、直ちに債務を全額返済す

るものとします。 

① 債務者が、返済を遅延し銀行から書面による督促をしても、次の返済日までに元

利金（損害金を含む）を返済しなかったとき 

② 債務者が第 14 条 1 項のいずれかに該当し、もしくは第 14 条の 2 項のいずれかに該

当する行為をし、または第 14 条に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが

判明し、銀行が債務者との取引を継続することが不適切であると判断したとき 

③ 債務者が、銀行取引上の他の債務について期限の利益を失ったとき 

④ 債務者が銀行所定の方法により掲示する「じぶん銀行取引規約」に付随して銀行が定

め、銀行ウェブサイトに掲示する他の規約、方針等の一つにでも違反したとき 

⑤ 債務者が、支払いを停止したとき 

⑥ 担保の目的物について差押えまたは競売手続きの開始があったとき 

⑦ 債務者の銀行に対する届出内容や書類提出に、故意による虚偽があると認められ

るとき 

⑧ 前各号のほか、債務者の信用状態に著しい変化が生じるなど元利金（損害金を含

む）の返済ができなくなる相当の事由が生じたとき 

⑨  抵当権につき権利の行使を妨げるような事実があった場合や、抵当権設定者が  

本抵当物件を譲渡等したとき 

⑩ 連帯保証人に前項 1号または本項各号のいずれかの事由があるとき 

（3） 債務者が住所変更の届出を怠るなど債務者の責めに帰すべき事由により、前項の 

請求が延着しまたは到着しなかった場合は、通常到達すべきときに期限の利益が失

われたものとします。 

（4） 債務者が本条の定めにより期限の利益を失った場合には、銀行は、債務者が開設

している返済用口座の入出金を禁止する等取引を制限できるものとします。 
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第 2条（表明保証・登記等） 

1. 抵当権設定者は、本抵当権の行使を妨げるような権利または事実が存在しないことを保

証します。 

2. 抵当権設定者は、本契約締結後遅滞なく本抵当権につき抵当権設定の登記手続を完了し、

その登記簿謄本を銀行に提出します。 

3. 抵当権設定者は、今後本抵当権についての各種の変更、処分等の合意がなされたときも

同様とします。 

 

第 3条（抵当物件） 

1. 抵当権設定者は、あらかじめ銀行の承諾がなければ本抵当物件（本抵当物件の抵当建物

の敷地の借地権を含む。以下同じ）を譲渡し、その上に他の物権・賃借権等の権利を設

定し、現状を変更する等、本抵当物件の価値を減少し、または本抵当権の行使を妨げる

おそれのあるいっさいの行為をしません。 

2. 抵当権設定者は、銀行が本抵当物件を調査しようとするとき､またはこれに関する報告

を求めたときは、遅滞なくこれに応じます。 

 

第 4条(増担保)  

抵当権設定者が本抵当物件である建物を、増築もしくは改築しまたは本抵当物件である土地

に新たに建物を建築したときは、その建物はすべて本債務の増担保として銀行に提供し、遅

滞なくこれに関して必要な手続きをとります。 

 

第 5条（抵当物件の異動通知） 

1. 抵当権設定者は、本抵当物件につき原因のいかんにかかわらず、変更・損傷・滅失その

他の異動を生じ、その価値が減少し、または本抵当権に不利益をおよぼすおそれのある

事実が生じたときは、直ちにその旨を銀行に通知します。 

2. 前項の場合、銀行が請求したときは、債務者は遅滞なく増担保もしくは代わり担保を提

供するか、または本債務の全部もしくは一部を返済します。 

 

第 6条（補償金等による返済） 

抵当権設定者は､本抵当物件につき譲渡・土地明渡し・公用徴収その他の原因によって譲渡

代金・立退料・補償金・清算金等の債権が生じたときは、抵当権設定者はその債権に質権を

設定するものとし、銀行はこれを受領したうえ、期限のいかんにかかわらず、本債務の返済

に充当することができます。 

 

第 7条（損害保険） 

抵当権設定者および債務者は、本抵当物件の損害保険について次の各項を承諾します。 
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1. 抵当権設定者は、この抵当権が存続する間、本抵当物件に対し、銀行の同意する保険会

社と銀行の指定する金額以上の損害保険契約を締結または継続し、その保険契約に基づ

く権利のうえに、場合により銀行のため質権を設定し、またはその保険契約に抵当権者

特約条項をつけます。 

2. 抵当権設定者は、前項の保険契約以外に本抵当物件に対し保険契約を締結したときは、

直ちに銀行に通知し、前項と同様の手続きをとります。 

3. 前 2項の保険契約の継続、更改、変更および保険目的物件罹災後の保険金等の処理につ

いては、すべて銀行の指示に従います。 

4. 銀行が債権保全のため、必要な保険契約を締結、もしくは抵当権設定者に代って保険契

約を締結または継続し、その保険料を支払ったときは、債務者および抵当権設定者は連

帯して銀行の支払った保険料その他の費用に、その支払日から年 14％（ただし、年 365

日日割計算とする）の割合の損害金をつけて支払います。 

5. 前 4項による保険契約に基づく保険金を銀行で受領したときは、債務の返済期日前でも

法定の順序にかかわらず、銀行はその弁済に充当することができます。 

 

第 8条（借地権） 

1. 抵当権設定者は、本抵当物件の抵当建物の敷地につきその借地期間が満了したときは、

借地借家法第 22 条、第 23 条及び第 24条の定期借地権を除き直ちに借地契約継続の手

続きをとります。また、土地の所有者に変更があったときは直ちに銀行に通知し、また

借地権の種類・内容に変更を生じるときはあらかじめ銀行に通知します。 

2. 解約、賃料不払、借地権の種類・内容の変更その他借地権の消滅または変更をきたすよ

うなおそれのある行為をせず、またこのようなおそれのあるときは、借地権保全に必要

な手続きをとることはもちろん、建物が滅失した場合にも銀行の同意がなければ借地権

の転貸その他任意の処分をしません。 

3. 本抵当物件が火災その他により滅失し、建物を建築する場合には、直ちに借地借家法第

10条第 2項の所定の掲示を行ったうえ、速やかに地主の承諾を得て建物を建築してこ

の抵当権と同一内容・順位の抵当権を設定します。また、直ちに建物の建築をしない場

合には保険金等によって弁済をしてもなお残債務があるときは、借地権の処分について

銀行の指示に従うものとし、銀行はその処分代金をもって債務の弁済に充当することが

できます。 

 

第 9条（任意処分） 

債務不履行のときは、銀行は本抵当物件を必ずしも法定の手続きによらず、一般に適当と認

められる方法、時期、価格等により任意に処分のうえ、その取得金から諸費用を差引いた残

額を、法定の順序にかかわらず、本債務の弁済に充当することができ、なお残債務がある場

合には債務者は直ちに弁済します。  
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第 10 条（費用の負担） 

抵当権設定者は、本抵当物件に関する設定、解除または変更の登記ならびに本抵当物件の調

査または処分その他この契約に関して必要ないっさいの費用を負担し、銀行が支払った金額

については直ちに支払います。 

 

第 11 条（担保保存義務の免除、代位） 

1. 抵当権設定者は、銀行が相当と認めるときは、他の担保もしくは保証を変更・解除され

ても異議ありません。 

2. 抵当権設定者が本債務の弁済等により、銀行から代位によって取得した権利は、債務者

と銀行との取引継続中または抵当権設定者が債務者との他の取引について保証をして

いる契約の残債務がある場合には銀行の同意がなければこれを行使しません。また、銀

行の請求があればその権利または順位を銀行に無償で譲渡いたします。 

 

第 12 条（連帯保証人） 

1. 連帯保証人は、債務者が原契約に基づき負担する一切の債務について、債務者と連帯し

て保証債務を負い、その履行については原契約に従うものとします。 

2. 連帯保証人は、銀行が他の担保または保証を変更、解除等しても、免責を主張すること

ができないものとします。  

3. 連帯保証人は、債務者の銀行に対する預金その他の債権をもって相殺は行わないものと

します。  

4. 連帯保証人が債務者と銀行との取引について他に保証をしている場合には、その保証は

本条により変更されないものとし、また、他に限度額の定めのある保証をしている場合

には、その保証限度額にこの保証の額を加えるものとします。連帯保証人が債務者と銀

行との取引について、将来他に保証した場合も同様とします。  

5. 連帯保証人が本条に基づく保証債務を履行した場合、代位によって銀行から取得した権

利は、債務者と銀行との間に原契約による残債務または連帯保証人が保証している他の

契約による残債務がある場合には、銀行の同意がなければこれを行使しないものとしま

す。 また、代位の目的となった債権の対価たる金銭については、銀行が連帯保証人に優先し

て弁済に充当することができるものとします。 

6. 返済条件の変更等、その他原契約が変更されても、本条に基づく保証債務の内容および

効力は一切影響を受けないものとします。  

 

第 13 条（担保差入） 

連帯保証人が、本債務について、担保を差入れた場合は、次によります。 

1. 連帯保証人は、担保について現状を変更し、または第三者のために権利を設定し、もし

くは譲渡するときは、あらかじめ書面により銀行の承諾を得るものとします。銀行は、
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その変更等がなされても担保価値の減少等債権保全に支障を生ずるおそれがない場合

には、これを承諾するものとします。 

2. 連帯保証人の差入れた担保について、事変、災害、輸送途中のやむをえない事故等銀行

の責めに帰すことができない事情によって損害が生じた場合には、銀行は責任を負わな

いものとします。 

 

第 14 条（反社会的勢力の排除） 

1. 債務者、抵当権設定者および連帯保証人は、自己又は自己の役員等（取締役、会計参与、

監査役、執行役又は会計監査人をいう。以下「役員等」という場合同じ。）が、現在、

暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から 5年を経過しない者、暴力団準構成員、

暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他

これに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」という）に該当しないこと、および次の

各号までのいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないこと

を確約するものとします。 

（1） 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

（2） 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

（3） 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的

をもってする等、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること 

（4） 暴力団員等に対して資金を提供し、または便宜を供与する等の関与をしていると認め

られる関係を有すること 

（5） 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき

関係を有すること 

2. 債務者、抵当権設定者および連帯保証人は、自ら（自らの役員等を含む。）または第三

者を利用して次の各号のいずれか一にでも該当する行為を行わないことを確約するも

のとします。 

（1） 暴力的な要求行為 

（2） 法的な責任を超えた不当な要求行為  

（3） 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為  

（4） 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて銀行の信用を毀損し、または銀行の業 

務を妨害する行為 

（5） その他前各号に準ずる行為 

3. 債務者、抵当権設定者および連帯保証人が、暴力団員等もしくは第 1項各号のいずれか

に該当し、もしくは前項各号のいずれかに該当する行為をし、または第 1項の規定にも

とづく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明し、抵当権設定者との取引を継

続することが不適切である場合には、抵当権設定者および連帯保証人は銀行から請求が

あり次第、銀行に対するいっさいの債務の期限の利益を失い、直ちに債務を返済します。 



7 
 

4. 債務者、抵当権設定者および連帯保証人が以下の各号のいずれかに該当した場合には、

銀行は催告をしないで直ちに、書面による通知により、原契約の全部または一部を解除

することができる。なお、銀行の本項による解除により被解除者に損害が生じた場合で

も、被解除者は銀行に対し何らの請求もしないものとします。また、銀行の本項による

解除により銀行に損害が生じたときは、被解除者は当該損害を賠償する責任を負うもの

とします。 

(1)   第１項の（1）から（5）までのいずれかに該当した場合 

(2)   第２項の（1）から（5）までのいずれかに該当する行為をした場合 

(3)   第１項に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

5. 債務者、抵当権設定者および連帯保証人が、前項各号のいずれかの事由に該当した場合

には、銀行の書面による請求により、債務者および連帯保証人は、原契約に基づき銀行

に対して負担する一切の債務の期限の利益を失い、銀行に対して、当該債務を直ちに一

括して弁済しなければならないものとします。 

 

第 15 条（団体信用生命保険） 

債務者は、銀行が所定の方法により、債務者を被保険者とし、銀行を保険契約者兼保険金受

取人とする団体信用生命保険（以下「団信」という）契約を生命保険会社と締結することに

同意したときは、連帯保証人とともに、以下の各号について承諾します。 

1. 債務者は、団信契約を締結するにあたり、債務者の同意を要する必要が生じたときは、

銀行の要求があり次第直ちに必要な書類を作成することに協力するものとします。 

2. 債務者が被保険者となれないこと、その他の理由により本条による保険契約の利益を受

けられない場合または利益を受けられなくなった場合についても、それについて銀行に

何ら異議を述べないものとします。 

3. 債務者または連帯保証人は、本条による債務の最終回返済日以前に、被保険者に保険契

約に定める保険事故が発生したときは、遅延なく銀行に通知のうえその指示に従うもの

とします。 

4. 前項により銀行が生命保険会社から保険金を受領したときは、銀行は受領金相当額の債

務者の銀行に対する債務につき期限のいかんにかかわらず返済があったものとして取

扱うものとします。 

5. 前項の場合、保険事故発生日の翌日以降約定返済日までの利息その他費用等不足する金

額については、債務者は銀行の請求があり次第直ちに支払うものとします。 

6. 万が一被保険者の告知義務違反により生命保険会社より銀行が保険金の返還を請求さ

れたときは、債務者は、返還すべき金額に相当する原契約による債務につき直ちに返済

するものとします。 

7. 万が一債務者が銀行に対する原契約による債務の返済を怠ったまま保険期間を経過す

る場合は、債務者は銀行の請求により本保険期限の延長、または別に銀行が指定する保

険会社と銀行が債務者を被保険者、銀行を保険契約者兼保険金受取人、債務金額を保険
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金額とし、保険期間を銀行の任意とする生命保険を締結することに同意するものとしま

す。なお、この場合銀行の支払う保険料、その他の費用は債務者が負担するものとしま

す。 

8. 保険金額は、原契約およびその他すべての銀行規約等による債務の金額を基準とし、そ

の算定は銀行所定の算出方法によるものとします。 

9. 債務者は、第 1条 9項に定める他、次の一つにでも該当した場合には、銀行の請求によ

って原契約による債務全額について期限の利益を失い、直ちに原契約による債務全額を

返済します。 

（1）債務者が本条第 1項に定める同意を撤回し、または必要な書類を作成することに協力

しないため保険契約が締結できないとき 

（2）債務者の団信契約違反、その他債務者の責めに帰すべき事由により、保険金が支払わ

れないことが明らかとなったとき 

10．債務者は、健康上の理由（持病・既往症）等により、本条に定める団信にご加入できな

い場合でも、通常よりも引受基準を緩和したワイド団信にご加入いただける場合があり

ます。債務者は、ワイド団信の契約を生命保険会社と締結することに同意したときは、

連帯保証人とともに、本条の各号について承諾します。また、ワイド団信にご加入いた

だくにあたり、金利の引き上げがある場合は、基準金利に対して金利を引き上げして適

用します。 

 

第 16 条（がん 50％保障団信/がん 100％保障団信/11 疾病保障団信（生活習慣病団信）） 

債務者は、その選択に従い、銀行が所定の方法により、債務者を被保険者とし銀行を保険契約者

とする、がん 50％保障団信およびがん 100％保障団信(正式名称は、いずれも団体信用生命保険

がん保障特約条項（2013）付団体信用生命保険長期入院時保障特約条項付団体信用生命保険

リビング・ニーズ特約条項付団体信用生命保険)、11 疾病保障団信（生活習慣病団信）（正式名称

は、団体信用生命保険がん保障特約があわせて付加される場合の特則付き団体信用生命保険生

活習慣病長期入院時保障特約条項付団体信用生命保険がん保障特約条項（2013）付団体信用

生命保険がん診断給付特約条項（本人型）付団体信用生命保険上皮内がん・皮膚がん診断給付

特約条項（本人型）付団体信用生命保険入院一時給付特約条項付団体信用生命保険リビング・

ニーズ特約条項付団体信用生命保険）を保険会社と締結したときは、連帯保証人とともに、以下の

各号について承諾します。 

1. 債務者は、団信契約を締結するにあたり、債務者の同意を要する必要が生じたときは、銀行

の要求があり次第、直ちに必要な書類を作成することに協力するものとします。 

2. 債務者が被保険者となれないこと、その他の理由により本条による保険契約の利益を受けら

れない場合、または利益を受けられなくなった場合にも、それについて銀行に何ら異議を述

べないものとします。 
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3. 債務者または連帯保証人は、本条による債務の最終回返済日以前に、被保険者に保険契約

に定める保険事故が発生したときは、遅延なく銀行に通知のうえその指示に従うものとしま

す。 

4. 前項により銀行が生命保険会社から保険金を受領したときは、銀行は受領金相当額の債務

者の銀行に対する債務につき期限のいかんにかかわらず返済があったものとして取扱うものと

します。 

5. 前項の場合、保険事故発生日の翌日以降返済日までの利息、その他費用等不足する金額

については、債務者は銀行の請求があり次第直ちに支払うものとします。 

6. 万が一被保険者の告知義務違反により生命保険会社より銀行が保険金の返還を請求された

ときは、債務者は、返還すべき金額に相当する原契約による債務につき、直ちに返済するも

のとします。 

7. 万が一債務者が銀行に対する原契約による債務の返済を怠ったまま保険期間経過する場合

は、債務者は銀行の請求により本保険期限の延長、または別に銀行が指定する保険会社と

銀行が債務者を被保険者、銀行を保険金受取人、債務金額を保険金額とし、保険期間を銀

行の任意とする生命保険を締結することに同意するものとします。なお、この場合銀行の支払

う保険料その他の費用は債務者が負担するものとします。 

8. 保険金額は、原契約およびその他すべての銀行定めによる債務の金額を基準とし、その算定

は銀行所定の算出方法によるものとします。 

9. 債務者が選択する保障特約の種類により、金利の引き上げがある場合は、基準金利に対して

金利を引き上げして適用します。 

10. 債務者は、第 1 条 9 項に定めるほか、次の一つにでも該当した場合には、銀行の請求によっ

て住宅ローン契約による債務全額について期限の利益を失い、直ちに住宅ローン契約による

債務全額を返済します。 

(1)  債務者が本条第 1 項に定める同意を撤回し、または必要な書類を作成することに協力

しないため保険契約が締結できないとき 

(2)   債務者の団信契約違反、その他債務者の責めに帰すべき事由により、保険金が支払

われないことが明らかになったとき 

 
第 17 条（準拠法・管轄裁判所）  

1. 本契約に関する準拠法は日本法とします。 

2. 本契約について争いが生じたときは、訴額に応じて、東京簡易裁判所または東京地方裁

判所を専属的合意管轄裁判所とします。 

 

 

 

以上 
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【2020 年 2月 9日現在】 


